
★制度融資の対象範囲

個人の場合

市内居住・市内営業

市外居住・市内営業

市内居住・市外営業（県内）

営業資金

○

×

○

設備資金

○

×

×

※1…市内に支店登記がされていること、および市内に設置する設
備であること
※2…市内に設置する設備であること

×

○

市外本社・市内営業所

市内本社・市内営業所

営業資金 設備資金

○

△※１

法人の場合

融資を受けることができる条件

創業前後各１回
１回 ５００万円

５年以内
(据置６ヵ月以内)

総事業費の９５％、または
１億５，０００万円のいずれ

か少ない額

中小企業者または市長が特に認める方
（事前に小山市工業振興課での融資資格認定が必要
です）

５，０００万円

２，０００万円

 １５年以内
（据置２年以内）

１０年以内
(据置１年以内)

●商品・原材料仕入や賃金支払など、直接事
業に使用する資金（運転資金）
●借換資金
※小山市中小企業事業資金の既往借入の借換
に限る

①市内に事業所を有し、引き続き１年以上現在の事
業を営んでいる中小企業者
※設備資金の場合は、中小企業団体または商店街振
興組合等も含む
②法人の場合は本店の商業登記が小山市内に、個人
事業主の場合は本人の住民登録が小山市内にある
③市税の滞納がない
④経営が健全で返済能力が確実であると認められる

小山市内の中小企業者の方が利用できる市の融資制度

資金名

創業資金

設備資金

営業資金

●土地のみの購入はできません

返済期間
３年以内　　１．５％
５年以内　　１．７％
７年以内　　２．０％
１０年以内　２．２％

固定金利

●工場・店舗等の購入、新築、増改築または
改装に使用する資金
●車両、機械設備、構築物等の設置または整
備に使用する資金

限度額 返済期間

３，０００万円

これから創業する方、または創業後１年未満
の方が使用する運転資金、設備資金

備考

上記の②・③と下記の条件を満たす方
●市内に新たに事業を開始して１年未満の中小企業
者、または同一業種への５年以上の勤務経験もしく
は法律に基づく資格を生かして市内に創業する方
●経営又は経営計画が健全で返済能力が確実である
と認められる

年利資金使途

□　融資の申込み

お申込みは直接、取扱金融機関へお願いします。

（裏面ご参照ください）

○ △※２

（ご注意）

・　融資のご利用にあたっては、金融機関および信用保証協会による金融上の審査があります。

・　営業資金、設備資金、創業資金、伴走支援型経営安定資金は栃木県信用保証協会による保証付の資金のため、融資時に別途信用保証料がかかります。

・　必要に応じて担保または保証人の提供をお願いする場合があります。

市外居住・市外営業（県内） × 市外本社・市外営業所（県内） × ×

市内本社・市外営業所（県内）

×

●借換をする資金がある場合には、「借
換計画書」を提出してください

０．９％　変動金利
（毎年３月に見直し）

責任共有制度対象外
１．２％

責任共有制度対象
１．４％

固定金利

●全国統一制度「伴走支援型特別保証制
度」の利用者に限る

●借換をする資金がある場合には、「借
換計画書」を提出してください

※原則として法人代表者以外の連帯保証人は不要

●テナントへの出店、駐車場整備等の資
金としては限度額２，０００万円となり
ます

１．６％　変動金利
（毎年３月に見直し）

上記の①・②・③・④の条件を満たす方
（事前に小山市商業観光課での融資資格認定が必要
です）

工業振興資金

近代化施設資金

工業団地等に工場を新設、移転または増改築
をする場合の資金

建物の新築、増改築等を行うための資金
 １５年以内

（据置２年以内）

返済期間
３年以内　　１．４％
５年以内　　１．６％

固定金利

●事前に新規事業計画書を提出して認め
られた方が融資申込をすることができま
す

●創業前に借入をした方が創業後に再度
借入をする場合は、創業後６ヵ月を経過
していなければなりません

伴走支援型
経営安定資金

（R5.4.1より）

経営の安定のために必要な運転資金、設備資
金、借換資金
※借換資金は、小山市中小企業事業資金の既
往借入の借換に限る

上記の②・③・④と下記の条件を満たす方
●市内に事業所を有する中小企業者または中小企業
団体
●経営行動計画を策定し、次の(1)・(2)のいずれ
かを満たす
(1)セーフティネット４号または５号認定を受けて
いる
(2)次のいずれかに該当する
・最近１か月間の売上高が前年同月の売上高と比較
して５％以上減少している
・最近１か月間の売上高総利益率(売上高営業利益
率)が前年同月(直近決算)の売上高総利益率(売上高
営業利益率)と比較して５％以上減少している
・直近決算の売上高総利益率(売上高営業利益率)が
直近決算前期の売上高総利益率(売上高営業利益率)
と比較して５％以上減少している

３，０００万円

一括返済
１年以内

分割返済
１０年以内

(据置５年以内)

☆☆☆ 信用保証料補助金について ☆☆☆

営業資金・設備資金・創業資金・伴走支援型経営安定資金については、信

用保証協会に支払った信用保証料のうち、借入額１，０００万円までの分を

資金完済後に市から補助します（ただし、市税の滞納がないことが条件で


